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別記様式第９(第34条関係)  【記⼊例】  

正 副 

(表 ) 

建築物の新築、改築若しくは用途の変更 
又は第一種特定工作物の新設許可申請書 

 

 都市計画法第43条第１項の規定により、 の       の        

の許可を申請します。 

令 和 ○年○ ○月〇 〇日 

  多治見市長 様 

住 所  多 治 ⾒ 市 ○ ○ 町 〇 〇 番       

申請者 

氏 名  ○ ○ 会 社  〇 〇 〇 〇  代 表 取 締 役  ○ ○  ○ ○     

(名称及び代表者名) 

(電話○ ○ ○ ○－○ ○－○ ○ ○ ○ ) 
１  建 築 物 を 建 築 し よ う と す

る 土 地 、 用 途 の 変 更 を し よ
う と す る 建 築 物 の 存 す る 土
地 又 は 第 一 種 特 定 工 作 物 を
新 設 し よ う と す る 土 地 の 所
在、地番、地目及び面積 

多 治 ⾒ 市 ○ ○ 町 １ ２ ３ 番 ４ 及 び １ ２ ３ 番 ５ の 一 部  

地目 畑 、 宅 地  
面積 公簿 ○ ○ ○    ㎡  

   実測 ○ ○ ○ .○ ○㎡ 

     （ ○ ○ ○ .○ ○ ）  
２  建 築 し よ う と す る 建 築

物 、 用 途 の 変 更 後 の 建 築 物
又 は 新 設 し よ う と す る 第 一
種特定工作物の用途 

専 ⽤ 住 宅 、 ⾞ 庫  

３  改 築 又 は 用 途 の 変 更 を し
よ う と す る 場 合 は 既 存 の 建
築物の用途 

 

４  建 築 し よ う と す る 建 築
物 、 用 途 の 変 更 後 の 建 築 物
又 は 新 設 し よ う と す る 第 一
種 特 定 工 作 物 が 法 第 34条 第
１ 号 か ら 第 10号 ま で 又 は 令
第 36条 第 １ 項 第 ３ 号 ロ か ら
ホ ま で の い ず れ の 建 築 物 又
は 第 一 種 特 定 工 作 物 に 該 当
するかの記載及びその理由 

令 第 36条 第 1項 第 3号 ロ （ 第 1種 地 区 ）  

５ その他必要な事項 農 地 転 ⽤ 許 可 、 狭 あ い 道 路 協 議  

※ 許 可 に 付 し た 条 件  

※
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治
見
市
受
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※印欄は、記載しないこと。 
(注 ) 裏面の記載方法を参照してください。   連絡先 〇 〇  〇 〇  
                      (電話  〇 〇 〇 － ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ )

申 請 手  数  料  

 

 

建 築 物 

第一種特定工作物  

新   築  

改   築  

用途の変更  

新   設  



 

 

記入上の注意点 

① 該当のない部分は二重線で抹消してください。 

② 申請区域のすべての地名・地番を土地の登記事項証明書に記載されている内容に合わせて

正確に記入してください。一筆の一部が計画敷地に含まれている場合は「〇〇番の一部」

と記入してください。 

③ 公簿地目は計画敷地の全ての土地登記の地目を記入してください。 

④ 実測面積は地積測量図等の面積を少数第２位まで記入してください。狭あい道路による後

退面積も含めた面積を記載し、後退面積を除いた面積（後退後面積）を括弧書きで記載し

てください。 

⑤ 居住⽤の住居の場合は、「専⽤住宅」と記入してください。 

⑥ 既存建物の⽤途変更（所有者変更含む）の場合、記入してください。 

⑦ 令第36条第1項第3号ロの場合、集落分類を括弧書きで記載してください。 

⑧ 関連する手続きを記載してください。 

  例︓道路（法定外公共物）承認工事、道路（法定外公共物）占⽤、砂防許可 

 


